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信用創造とFinTechを活用した新しい地域通貨

の政策提言

― 小さな予算で大きな経済効果が実現可能 ―

代表者氏名  新川 佑亮

共同執筆者氏名 市川 将義

要 旨

長崎県の抱える課題の多くは財政が豊かであれば解決しやすい。従って、経済を強くして税収

を増やすことが豊かな未来に繋がると考える。 経済を強くするには、①県外にお金を流出させ

ない、②外需を獲得する、③お金の流通速度を上げる、④お金の量を増やす、⑤滞留したお金を

活用する、等の方法がある。これらの視点を同時に実現する地域通貨事業を提言する。

①のためには、地域経済圏を構築することが有効である。スマートフォンの位置情報機能を活

用することで、紙の地域通貨に比べてシンプル且つ 低コストで地域経済圏が構築できる。

②を行うには、観光や留学・移住等の段階毎に県外住民に消費の誘因として地域通貨を付与す

ることが有効だ。段階的に誘因を作ることで、消費拡大の導線や県外住民の属性を分析すること

が可能となる。

③については、Fin Techにより可能となる。地域通貨を1ヶ月使用しない場合に残高を1% 減

少させることで、消費を速める誘因をつくる。また、売買の際に売主と買主双方に取引額の 1%

分の地域通貨を還元することで、消費の促進を図る。

④の実現には、信用創造の仕組みの応用が必要だ。地域通貨は円への換金を可能とするが、換

金よりも決済手段としての使用が合理的と判断されれば地域通貨は転々流通することとなる。

そして換金の需要が少なければ、流通している地域通貨と同額の支払準備金を用意する必要が

ない。つまり、地域通貨が転々流通するほど換金のための予算が少額になり、 一方消費は拡大

されて大きな経済効果が生まれることになる。

転々流通した地域通貨は、一部の企業において滞留が起こることが想定される。そこで⑤を実

現するために、滞留した地域通貨と円を交換できる仕組みを作る。地域通貨を保有する一部の企

業と住民の間で地域通貨と円の交換を行うことで、再度住民から企業へと地域通貨が循環する

導線ができる。

以上の信用創造とFin Techを活用した政策により、最少の予算で最大の経済効果を生み出す

ことが期待できる。
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1. 長崎県の未来と目指すべき姿

県政150年を迎える長崎県は、現在100

年に一度の変革期にあるとされている。で

は、長崎県の現状及び課題には何があり、

その解決の結果どのような未来が実現で

きるのであろうか。長崎県は今、何を目指

してどんな新たな政策を実施するべきな

のだろうか。

1.1 長崎県の現状と未来

2030年を見据えると県の人口は10万人

以上減少の119万人と推計され、生産人口

は10万人以上減るのに対し高齢人口はお

およそ横ばいのままと予想されている。そ

うした人口構造の変化の中で「県内の医療、

介護、インフラ、公共交通、コミュニティ

等をどのように維持・確保していくか」1が

求められている。

平成30年度長崎県県民経済計算(推計)

によると「県内総生産は名目で4兆6,766

億円(対前年度795億円増)、物価変動の影

響を除いた実質では、4兆5,055 億円(同

805 億円増)であり経済成長率は名目で

1.7%増加、実質は1.8%増加」2となってい

る。

今後、人口減少に伴い経済成長率が鈍化

することが予想されるため、強い経済を作

ることで人口減少に歯止めをかけ、様々な

地域社会の課題に対応していくことが望

ましい。

1.2 強い経済を作るためには

では、どのようにして強い経済は作るこ

1長崎県庁,『長崎県2040年研究会』より

引用
2長崎県庁，『平成30年度長崎県県民経済

計

算』より引用

とができるのか。ここでは以下の視点を提

示したい。（図1）

まず、漏れバケツ理論である。3この理論

では、県外へのお金の漏れを防ぎ県内にお

金を貯めることで、地域経済を潤すことが

できるとされている。長崎県においても一

定の消費は県外で行われているが、この消

費を長崎県内に留めることができれば、県

内企業が利益を上げ、従業員である住民の

所得も上昇しやすくなる。

次に、外需の視点である。ここで使用す

る外需とは、県外から得られる利益を指す。

具体的には観光や輸出が挙げられるだろ

う。両者とも県外からお金を呼び込むこと

ができるため、外需が増せば県内企業は潤

う。

3点目は、貨幣数量説の視点である。4こ

の説では、通貨量や通貨の流通速度が増す

と名目 GDP(県の場合は県民総生産)が増

すとされている。数式は「名目 GDP=M(通

貨量)×V(速度)」と表され、名目GDPを大

きくさせるには、M(通貨量)若しくはV(速

度)の値を大きくすることとなる。

4点目は、お金の循環の視点である。資

本主義経済では格差が生まれるが、お金を

多く保有している主体のうち、一定部分の

お金は使われずに保管されている。お金と

いう資源を有効活用することで経済は活

性化される。

では、これらの視点を踏まえてどのよう

な新しい政策が考えられるのだろうか。ま

3es Inc,『あなたの地域は漏れバケツ？お

金は地域にとどまっていますか？』参考
4あおりんごの経済と金融,『【図解】貨幣

の流通速度とは？低下理由を計算式を用い

てわかりやすく』参考
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た、その結果どのような長崎県のあるべき

姿が浮かび上がるのだろうか。

1.3 今後目指すべき長崎県の姿

以上 4 つの視点から想像できる長崎県

の目指すべき姿は次のイメージとなる。

①県内での消費が増え、取引を通じて豊

かな住民関係が構築されている未来。②県

の魅力を県外の多くの人が知り、良い関係

性を築ける未来。③経済が回転し、自分及

び地域社会が潤う未来。④経済にお金が充

分に行き渡り、安定した生活を送れる未来。

⑤お金が社会を循環し、持てる者も持たざ

る者も共に発展していける未来。

では、この未来を実現するための政策と

はどのようなものか。①に対しては、地域

通貨を使った地域経済圏を構築するとい

う政策が考えられる。②に対しては、県外

住民に誘因を与えることで県内取引を促

進する政策が考えられる。③に対しては、

買物の度に売主と買主の双方が得をする

政策が必要だろう。④に対しては、お金を

発行することができれば可能だろう。⑤に

対しては、持てる者が得をしながら持たざ

る者にお金を回すことができればいい。

以上のように、4つの視点を元に、5つ

の未来をイメージし、5つの手法について

概観できる。

なお本提言の特徴は、Fin Techを活用

した地域通貨により、低コストで地域経済

圏の構築が可能であること、及び信用創造

の仕組みを地域通貨に応用することによ

り、通常の歳出以上の経済効果を生み出す

ことが可能であること、である。

2. 実施すべき手法

この章においては、先に提示した5つの

手法について具体的な政策を述べるが、そ

の前に本提言の特徴について示したい。

本提言は、信用創造の仕組みとFin Tech

を活用した地域通貨事業である。利用者と

店舗間でスマートフォンを使用しQRコー

ド決済を行う方法や、利用者間で送金が行

える点は既存のスマホ決済事業者と同様

である。しかし、異なる点は利用者と店舗

間のみならず、店舗間若しくは企業間で地

域通貨の決済が行えることである。また、

地域通貨という特性のため、決済が該当地

域のみに限定されることも異なる点のひ

とつである。

2.1 地域経済圏の構築方法

地域通貨とは特定の地域内で流通する

通貨であり、地域通貨の導入により地域経

済圏を構築することができる。近年は、地

域通貨のFin Tech化によって、紙幣の地

域通貨に比べて運営コストが下がり、新た

な地域通貨が誕生する等注目を集めてい

る。

（1） Fin Techによる地域経済圏

本提言の地域経済圏の構築方法は、スマ

ートフォンやタブレットで位置情報を取

得することにより、限定された地域内での

決済を可能にする手法である。既存の地域

通貨の仕組みでは、決済のできる店舗を登

録することによって特定の地域経済圏を

構築していた。位置情報取得による決済で

は、位置情報から県内にいることを確認し、

県内にいる者同士であれば場所を固定せ

ず自由に決済ができる仕組みとなる。この

ことにより、店舗や企業の利用登録におい

て、実際に県内に本拠を構えているかどう

かを書類等で確認するコストを省くこと

ができる。
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また本提言では、従来の利用者と店舗の

取引のみならず、利用者間又は企業間の決

済も特定の地域内で行うことができる。利

用者間の取引は、買物代行や不用品の売買

等、様々な取引を通して住民間の相互扶助

を促進することに繋がり、また新たにビジ

ネスを始めたい人のプラットフォームに

もなる。企業間の取引では、県外にお金を

漏らさず県内企業を活性化し、地域通貨が

転々流通していくというメリットがある。

（2） 市町別地域経済圏

上述した地域経済圏は、長崎県全域で実

施するだけでなく、県内の市町毎に地域経

済圏を設定することも可能だ。決済範囲を

長崎県内から市町の範囲に変更するだけ

で、市町においても地域経済圏を構築する

ことができる。このプラットフォームを作

ることで、県が各市町に事業の参加希望を

聴取し、手を挙げた市町から実施していく

ということも考えられる。その場合、一つ

のプラットフォームで全ての市町が事業

を実施することができるため、市町毎で独

自にシステムを構築するのに比べ大幅な

コスト削減効果が期待できる。

2.2 外需の取り込み方法

県外住民の需要を取り込むための一つ

の策として、地域通貨を先に付与すること

により誘因を与え、観光等の需要を喚起す

る方法が挙げられる。なお、この場合でも

地域通貨は県外に流出しない。

（1） 県外住民への誘因

本県外住民に地域通貨を使用してもら

い行政目標を達成するためには、以下の政

策の流れが考えられる。まず、県外住民が

スマートフォンで利用登録をした際に一

定の地域通貨を付与する。更に、スマート

フォン画面から長崎観光の様々な広告を

閲覧する度に地域通貨が付与される。その

他、ふるさと納税による地域通貨取得も可

能とする。長崎県内若しくは特定の観光地

に足を運んだ際はスマートフォンの位置

情報から場所を特定し、更に地域通貨を付

与する。このように、まずは広く県外住民

にアプローチし、長崎県への旅行に近づけ

ば近づくほど地域通貨が段階的に付与さ

れていく方式が有効だと思われる。

更に、オープンキャンパスへの参加、漁

業や農業を含む地元企業の仕事体験プロ

グラムへの参加、災害ボランティア等、そ

れぞれに応じて地域通貨を付与すること

により移住者獲得に至る導線を作ること

ができる。なお、Fin Techであるため、

それぞれの段階毎の県外住民の割合や居

住県等の属性を確認でき、数量的に政策の

修正や新規政策に役立てることも可能だ。

（2） 県外住民と地域経済圏

県外住民に地域通貨を付与しても、県外

で地域通貨が流通してしまえば地域経済

圏を維持することができない。そのため県

外住民については、一定の規制を与える必

要がある。とはいえ、先に述べた地域経済

圏の仕組みによりそれは実現できる。それ

は、県外住民に様々な形で地域通貨を付与

したとしても、上述したFin Techの仕組

み上、県内を訪れなければ地域通貨を使う

ことはできないからだ。県外住民が地域通

貨を使用したい場合、長崎県内を訪れ長崎

県内に居る者に対して取引を行う必要が

ある。つまり、県外に居ても地域通貨の保

有はできるが、使用する時には必ず長崎県

に来る必要がある。
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2.3 地域通貨流通の加速方法

地域通貨を早く消費に使用することに

より、住民から店舗へ、店舗から企業へと

取引回数が増大できる。取引によってそれ

ぞれの企業の売上が増すため、取引速度を

速めることは県民総生産を押し上げるこ

とに繋がる。取引速度を上げるためには、

地域通貨を長く保有することが損となり、

取引を重ねるほど得となる仕組みを取り

入れることにより、合理的な判断として取

引を行う速度が高まると考えられる。

（1） 円本位制地域通貨

地域通貨が流通するためには、まず売主

が地域通貨の価値を信用し決済を受け入

れてもらう必要がある。そのためには、信

用の裏付けとして地域通貨が円に換金さ

れる仕組みが必要であろう。少なくとも政

策開始初期の段階では、地域通貨の使用先

に限りがあることが予想されるため、売主

が地域通貨を支払いに使えない場合に備

える必要がある。地域通貨が円に換金でき

ることで売主は安心して地域通貨を受け

取ることができるだろう。

（2） 腐るお金

ドイツの「キームガウアー」という地域

通貨は「腐るお金」といわれ、使用しない

と 3 ヶ月毎に 2%の価値が失われる。価値

が失われることで購買意欲が増し、ユーロ

に比べて約3倍の流通速度となっている。

5本提言の地域通貨流通の加速方法の 1 点

目は、地域通貨を取得すると 1 ヶ月毎に

5ゲゼルマネー経済学入門『ゲゼルマネー

の貨幣回転率（キームガウアーの例）』

（2019.5.29）参考
6 Appllio『スマホ決済主要6社のポイント

1%ずつ残高が減る機能の導入である。この

機能により、地域通貨の流通速度が速まる

ことが期待できる。

（3） 取引の誘因

加速方法の2点目は、決済を行うと買主

と売主の双方に決済額の1%(合計で2%)の

地域通貨が還元される仕組みの導入であ

る。1%という数字はスマホ決済事業者とほ

ぼ同等6であるが、大きく異なる点は売主

側にも同額の 1%が還元されることである。

売主にも還元がされることで地域通貨を

決済に導入する企業の増加を促進できる。

またスマホ決済事業者は平均で 3%程度の

決済手数料がかかるが、7本提言において

は決済手数料を徴収しないため、より導入

意欲が高まると思われる。

なお、地域通貨の還元策により財政負担

が増える懸念が生じると思うが、その懸念

の解消については次節において説明する。

2.4 地域通貨量の増加方法

地域通貨は県が住民に向けて付与する

方法や、利用者自身が円を地域通貨に換金

して利用する方法が考えられる。発行され

た地域通貨は円への換金が認められてい

るため、発行した地域通貨と同額の予算を

支払準備のために保有することが必要と

思われる。しかし、実際には予算以上の地

域通貨発行が可能である。予算以上に地域

通貨量を増やすことで、貨幣数量説に従い

県民総生産を増やすことができる。

還元率2020年最新まとめ、いま使うべ

きペイはどれ？』（2020.7.2）参考
7Foodist『スマホ決済の手数料が7月から

順次有料化。飲食店への影響と主要各社

の比較』（2021.7.19）参考
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（1） 地域通貨の取得方法

住民が地域通貨を取得する方法として

まず考えられるのは、全住民に地域通貨が

付与される初期給付だ。静岡県西伊豆町で

は、全住民に地域通貨 1 万円分を付与し

ている。8

次に考えられるのは、行政目的に応じて

地域通貨を付与する方法だ。住民の健康増

進を目的とするならスポーツ施設に来所

する毎に地域通貨を付与すれば、健康に対

する誘因が働き健康保険や介護保険料の

減額に結びつくだろう。学業を伸ばすこと

を目的とするなら、図書館への来館や学業

成績優秀者に対する地域通貨の付与もい

い。介護ボランティアや公園清掃ボランテ

ィア、お祭やイベントへの出店等、地域力

の提供に対して地域通貨を付与すること

も可能だ。女性の社会参加や起業促進等の

広報の視聴に対して地域通貨を付与する

こともできる。

これらの企画はFin Techであれば容易

に実現することができる。しかし、地域通

貨を常用的に使用してもらうためには全

体額がまだ小さい。そのため、既存のスマ

ホ決済事業者と同様に、円を地域通貨に換

金する仕組みが必要である。クレジットカ

ードや銀行からの入金によって円を地域

通貨に換金する方法が考えられるが、様々

な換金手段を用意すると運営コストが増

大するため、長崎県においては十八親和銀

行またはゆうちょ銀行からのみ換金でき

る方法にすれば、コストを低下させること

ができるだろう。

8あなたの静岡新聞『町民にポイント一万

円分上乗せ 西伊豆町、独自の電子通貨

活用』（2020.9.3）参考

（2） 信用創造による地域通貨発行

銀行では信用創造の仕組みにより、法定

準備金に対し平均で 1,000 倍の預金を創

り出すことができる。9これが可能な理由

は、全ての預金者が一斉に預金を引き出す

ことが通常考えにくいからである。地域通

貨も同様に、地域通貨の保有者が一斉に円

への換金を行わないのであれば、流通して

いる地域通貨と同額の円を換金のために

準備しておく必要はない。地域通貨が住民

から店舗へ、店舗から企業へ、企業からま

た住民へと転々流通し、 その間に円に換

金されることがほとんどない状況を創り

出せたならば、円への換金のために準備す

るべき予算はほぼ必要ないということに

なる。これを実現するためには、円への換

金よりも地域通貨を決済に使用した方が

合理的に得となる仕組みが必要となる。

上述したように、地域通貨で取引をする

と合計 2%の地域通貨の還元がされるため、

現金に比べて合理的に得となる。各種スマ

ホ決済やクレジットカードと比べても、同

等の還元率となるため地域通貨を利用す

るメリットは大きい。企業間で決済を行う

際にも合計 2%の地域通貨還元を行う。企

業間取引におけるポイント還元の仕組み

はほぼ見られないため、企業にとっては大

きなメリットを享受できる。

地域通貨の 2%還元の原資は、流通して

いる地域通貨量に対する円への換金率に

応じて支払準備金を用意することとなる

が、仮に地域通貨の1年における回転数が

2回とした場合、その経済効果は地域通貨

9日本銀行『準備預金制度における準備率  

公表データ』 参考
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発行額の2倍プラス経済波及効果になる。

それに対して、地域通貨 2%還元の年間還

元率の数式は1.02^2≒1.04となる。従っ

て、地域通貨の 2%還元分を支払準備金と

して負担したとしても、負担額よりも経済

効果額の方が大きいということが分かる

だろう。

2.5 地域通貨の循環方法

資本主義経済下では、地域通貨を含めお

金は平等に分けられず偏在しやすい。偏在

したお金の一部分は活用されず滞留して

しまうため、滞留したお金を資源として有

効活用することで経済が活性化できる。ま

た地域通貨の円への換金を減らせば減ら

すだけ、信用創造の仕組みにより低予算で

大きな経済効果が得られる。そのため地域

通貨を偏在する企業が、円への換金を求め

るよりも住民へと循環する仕組みがあれ

ば、地域通貨は転々流通することとなり、

永遠に地域経済を走り回ることとなるだ

ろう。それが実現できれば、円の換金のた

めに準備しておくべき準備金、すなわち行

政予算をほぼ確保することなく経済効果

が高まり、税収が増加するという好循環が

期待できる。

（1） 地域通貨滞留の仕組み

住民が地域通貨を店舗で使用すること

は、2%還元の誘因もあることから多くの場

合可能であろう。売主が個人事業主であれ

ば、受け取った地域通貨をまた住民として

使用することができるため、地域通貨は循

10新・公民連携最前線『“お金の地産地

消”を公民連携で加速へ、電子通貨「さ

るぼぼコイン」』（2020.1.21）参考
11ＡＣＡＣＯＯＩＮ『電気料金のお支払い

もアクアコインでお得に！』参考

環し続けることができる。しかし、店舗が

企業からの仕入れに対して地域通貨を使

用した場合、企業は地域通貨を住民として

使うことは難しい。現状、地域通貨を従業

員への給与として支払うことが不可能な

ためだ。企業が地域通貨を使用したい場合、

税理士等の士業や仕入先、オフィスやテナ

ント等の不動産、水道光熱費等への支払い

となるだろう。岐阜県の飛騨高山地域で営

業する飛騨信用組合のさるぼぼコインで

は、士業や仕入先に対する地域通貨の支払

いはもちろん不動産や水道料金、各種税や

保険料への支払いも可能となっている。10

また、君津信用組合・木更津市・木更津商

工会議所が連携して普及に取り組むアク

アコインでは、地域通貨の電気料金支払い

や、木更津市の住民票取得等の各種手数料

支払いが可能となっている。1112

長崎県で行う地域通貨においても、地域

通貨による不動産や電気料金の支払いが

可能であれば、各企業が地域通貨の支払い

先に困った場合にそれらに使用すること

が考えられる。そうなれば、不動産企業や

電気会社に地域通貨が多く集まることに

なり、使用されずに滞留する地域通貨が出

てくることが予想できる。

（2） 地域通貨滞留の改善策

滞留した地域通貨を保有する企業から

地域通貨を住民へ循環させるためには、住

民が企業に対し円と地域通貨の交換取引

を行うことで対応できる。住民は銀行等か

12木更津市『市民課窓口と出張所・連絡所

で

アクアコインが使えます！』

（2019.10.9）

参考
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ら地域通貨をチャージできるが、一定のチ

ャージ限度額を設定し、多くの地域通貨を

取得したい場合には企業から上限なしで

円を地域通貨に交換できる仕組みを導入

する。この場合、交換の安全性を担保する

ため長崎県が交換業者の指定をすること

が望ましいだろう。指定交換業者となる企

業は、長崎県に対して円への換金を依頼す

るよりも、住民との取引によって換金した

方が、2%還元の誘因があるためメリットが

大きい。また住民にとっても同様の誘因が

働くため、銀行等からのチャージよりも指

定交換業者を利用することが合理的に得

となる。

この仕組みの実現で地域通貨の偏在を

防止することとなり、住民から店舗、店舗

から企業、企業から指定交換業者、指定交

換業者から住民へと地域通貨の転々流通

の導線が完成する。そうして地域通貨は地

域内を循環し続け、地域経済を押し上げ、

経済が活性化し、税収が増加することが期

待できる。

3. 実施する上での注意点

本提言を実行するに当たっては、様々な

課題が明るみになるだろう。特に重要なの

は、地域通貨の普及及び、法令の確認だと

考えている。住民においてはスマホ決済が

定番化しているため普及は期待できる。企

業においては地域通貨による決済という

商習慣が少ないため、導入に結びつくよう

営業努力が必要だ。

法令においては遵守することが当然で

あるが、本提言において明確に規制してい

る法律はない。財務省が主旨に賛同すれば

問題なく事業が実施できるだろうが、異な

る考えであれば法令解釈において協議す

ることもあり得ると思われる。

3.1 営業の重要性

多くの人が地域通貨を利用し、転々流通

が行われるためには、たくさんの店舗や企

業で地域通貨による決済を導入してもら

う必要がある。決済時に還元される合計

2%の誘因や、決済手数料無料は導入のメリ

ットとして提示できる。更に地域経済圏に

よる地域経済の底上げは、地元企業にとっ

て持続可能な経営に結びつくというメリ

ットがある。

しかしながら、企業間取引において地域

通貨を利用するという商習慣が少ないこ

とから、導入を躊躇する企業も現れること

だろう。導入企業が増えて地域通貨の使い

先が増えるほど、地域通貨の転々流通が実

現し、経済活性化や財政健全化に繋がって

いくことから、導入企業の開拓は最も重要

なファクターであると思われる。

導入企業の開拓のため、県や市町と関係

の深い商店街連合会や中小企業組合等に

政策の主旨を理解してもらい、導入に繋が

るよう説明会を行うことは必要だろう。ま

た地銀や信用組合、信用金庫は地域と一蓮

托生の存在であり、且つ日頃から企業等と

密接な関係があるため、地域通貨導入のた

めの営業協力を求めたいところだ。上述し

たさるぼぼコインやアクアコインは、いず

れも信用組合が主体である。長崎県におい

ても、信用組合等は本提言の主旨に賛同し

てくれるのではないだろうか。

3.2 法令遵守

本地域通貨事業の実施主体及び仕組み

は既存の同事業と異なっているため、明確

に規制している法律はないものの、実施に
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当たっては個別の協議が必要となる場合

があると思われる。

（1） 法定通貨との兼ね合い

地域通貨の発行について留意するべき

は、法定通貨に関する法令に抵触しないか

どうかである。通貨の単位及び貨幣の発行

等に関する法律等で国及び日本銀行の通

貨発行権が規定されているが、本地域通貨

事業においては紙幣類似証券取締法との

関わりが重要となる。同法では「紙幣に類

似した作用をなすもの」の発行を禁止して

いるが、財務省の見解によると「紙幣の機

能とは、何処でも、誰でも、何にでも支払

いないし決済の手段として利用できるこ

と」としている。13本地域通貨事業におい

ては、長崎県内という地域限定の利用とな

るため「何処でも」利用できるものではな

く、同法の規定には抵触しないと考えられ

る。また地域通貨が国の法定通貨政策に混

乱をきたすものとは考えにくいことから

も、地域通貨の発行自体に問題はないと考

えられる。

しかし、本地域通貨事業では地域通貨の

「転々流通性」が問題となる。2000 年代

初期、北海道の留辺蘂町(現在は北見市に

合併)にて転々流通性をもたせた地域通貨

(紙の商品券)発行に際し、財務省が同法の

規定に抵触するとし発行に難色を示した

経緯がある。結局は、地域通貨が複数回流

通するのを登録事業者に限ること、換金は

指定された金融機関に限ること等の条件

をつけ現行法のもとでの事業実施となっ

たが、そのような制約を課された経緯には

留意する必要がある。他方、それから 20

13みずほ中央法律事務所『【通貨高権・紙

幣類似証券取締法と仮想通貨】』

年近く経過し科学技術の進化や社会情勢

の変化がある中で、当時と同じ条件が必要

かどうかは不明確であり、実際は法解釈に

ついて個別で財務省と協議することにな

るだろう。

（2） 電子決済と送金・現金払戻

本地域通貨事業では近年普及している

スマホ決済のやりとりが基本であり、行政

機関より付与する地域通貨を、個人と店舗

間における一般的な売買契約の決済手段

として使用する際には特段法令に抵触す

るものはない。

他方、個人間の地域通貨移動や現金への

払戻に関しては、資金決済に関する法律

(以下、「資金決済法」と表記。)に規定す

る資金移動業にあたると考えられる。これ

は為替取引を銀行等以外の者が業として

営むことであり、実施する主体は内閣総理

大臣の登録を受けなければならないと規

定されている。他にも履行保証金の供託等

利用者保護のための制約も課される。しか

し、資金決済法第４０条１項の規定にある

ように実施主体は「株式会社又は外国資金

移動業者（国内に営業所を有する外国会社

に限る。）」を想定しており、地方自治体

を想定していない。そもそも法規定の主目

的が利用者保護であることを鑑みれば、本

地域通貨事業において同法の制約に抵触

するものではないと考えられる。

（3） 地域通貨の前払支払方式

個人の利用者が事前に現金を地域通貨

に変換できるためには、当該事業者は資金

決済法に規定する「前払式支払手段発行者」

として内閣総理大臣に届出をする必要が

（2017.1.27）参考
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ある。同法では現金の事前チャージについ

て「前払式支払手段」として定義している。

しかし同法第４条にて「国又は地方公共団

体が発行する前払式支払手段」については

適用除外と規定しており、従って本地域通

貨事業では長崎県が発行主体となるため

同法の制約に抵触するものではないと考

えられる。

（4） 地域通貨の付与

初期の地域通貨付与については行政機

関からの現金給付と同義であるが、それ以

外の地域通貨付与についてはどう解釈す

るか。まず取引における地域通貨付与につ

いては、不当景品類及び不当表示防止法に

規定する「景品類」のうち「総付景品」に

該当し、取引の価額の10分の2までの付

与制限(取引額 1000 円未満の場合は 200

円まで)が課される。その他、行政目的(ボ

ランティアや行政施設利用等)に沿った地

域通貨付与に関しては、それぞれの性格を

鑑み法令を適用すれば良い。例えばボラン

ティア活動によるポイント付与について

は、既存の介護ボランティアポイント制度

の運用を応用すれば良い。

（5） 地域通貨の販売

本地域通貨事業では企業間の取引にお

いても地域通貨の利用を想定しているが、

それ以外にも獲得した地域通貨について、

指定交換業者は換金又は個人への販売を

選択できる。前者については本章２(２)で

示したとおりで、ここでは後者について示

したい。

本地域通貨は、資金決済法上の第三者型

前払式支払手段の性質をもち、いわゆる商

品券と同様のものと考えられる。従って、

指定交換業者が個人へ販売することは商

品券の転売とも解される。商品券について

は古物営業法第二条の「商品券、乗車券、

郵便切手その他政令で定めるこれらに類

する証票」に該当するため、当該業者は同

法第三条に規定するように都道府県公安

員会の許可が必要であると考えることが

できる。その他にも、インターネット上で

の販売となるため特定商取引に関する法

律に定める「通信販売」に該当し、表示義

務等一定の義務が課されることになる。

他方、実際の事業実施にあたっては個人

へ地域通貨を販売できる交換業者は県が

指定することになるため、古物営業法で定

めるところの古物商許可証を同じ県の公

安委員会が発行する必要があるかどうか

は議論の余地が残るところである。

（6） その他関係法令

利用者が一定期間地域通貨を保管する

ことについて、出資の受入れ、預り金及び

金利等の取締りに関する法律第２条に規

定する「預り金」に該当しないかという疑

義がある。同条では「他の法律に特別の規

定のある者を除く外、何人も業として預り

金をしてはならない」とし基本的に「預り

金」を業とすることを認めていない。ここ

で「預り金」とは「預金等と同様の経済的

性質を有するもの」であり「①不特定かつ

多数の者が相手であること、②金銭の受け

入れであること、③元本の返還が約されて

いること、④主として預け主の便宜のため

に金銭の価額を保管することを目的とす

るものであること」の要件すべてに該当す



13

るものとしている。14そして、本地域通貨

事業においては、その仕組み上④の要件に

該当しないと考えられる。しかし「送金と

無関係に資金を預かったり、送金用口座と

称して長期間金銭を預かり利息を付す等、

その実態によっては実質的に「預り金」に

該当する場合も考えられます。」15とし個

別事例毎に該当するかどうか判断すると

しているため、その解釈については個別に

確認する必要がある。

14『金融庁事務ガイドライン第三分冊 金融

会社関係 2 預り金関係』より引用

15『コメントの概要及びコメントに対する金融庁の考え

方』（2010.2.23）出資法との関係No145 より引用
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4. 図 表

図1 強い経済の作り方

（資料）出典元『著者作成』
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